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Ⅰ�　は じ め に

2000 年代初頭はバブル崩壊の影響が残ってい
たが，その後は 2002 年 2 月から 2008 年 2 月まで
の戦後最長となる景気の拡大期が続いた。そのた
め，バブル崩壊後は縮小していた地域間の失業率
や所得・賃金の格差が再び拡大に転じた。しか

し，2008 年のサブプライムローンを原因とする
世界同時不況や 2011 年の東日本大震災によって
再び深刻な景気後退期に突入している。このよう
に 2000 年代以降のわが国の労働市場は，好不調
の波が大きく入れ替わる状態が続いている。そし
て景気変動によって労働市場はもちろん大きな影
響を受けるが，1990 年代以降の日本では高止ま
りに推移する失業率は，単に不況という景気変動
によるものだけではなく労働市場の構造的要因に
も影響を受けているという見方がなされ，この考
え方に基づいた研究蓄積が進んだ。構造的要因に
よる失業（構造的失業）とは，「労働市場では労働
の需給が一致しているにもかかわらず，求職者と
求人との間で生じる何らかのミスマッチに起因す
る失業」と説明される。構造的要因は研究者間で
も一致した見解はないが，求人と求職間での「ミ
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本研究では雇用のミスマッチを地域労働市場という単位でとらえ，地域労働市場ごとに
職業別に集計された求人・求職に対する不均衡を雇用のミスマッチとして計測すること
を行った。具体的には，2001 年から 2011 年にかけての『職業安定業務統計』に基づいて
Jackman and Roper （1987）が提唱する Σn
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職業における失業者数 Ui・求人数 Vi）というミスマッチ指標を用いて，職業間ミスマッチ
を都道府県別に計測した。そして，対象期間中の 3 期分のデータからパネルデータを作成 
し，計測された職業間ミスマッチ指標と社会・経済的要因との関連性をパネル分析によっ
て明らかにすることを試みた。その結果，都道府県別で職業間ミスマッチ指標を見た場合
でも全般的には，全国の職業間ミスマッチ同様に好況期には指標の数値が下落し不況期に
は上昇する傾向を示した。しかし，都道府県間における職業間ミスマッチ指標の格差は好
況期に拡大し，不況期に縮小する動きとなっている。また，職業間ミスマッチ指標の構造
は景気動向の変動などによって極端な変化が生じないことが確認された。さらに 2000 年・
2005 年・2010 年の 3 期分のデータを用いたパネル分析では，時間の経過に応じて変化しな
い地域特有の要因をコントロールする固定効果モデルでの推計が支持された。推計結果よ
り労働者の学歴や求人倍率，就業率の要因が統計的に有意であることが確認された。
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スマッチ」を生じさせる要因であるため，雇用条
件（学歴・能力・賃金・年齢・職業）や地域などが
認識されている。今後の日本の社会ではより一層
の少子高齢化によって，労働需給条件が厳しくな
る可能性が高いため求人と求職の効率的なマッチ
ングの効率性を高め，雇用のミスマッチを減少さ
せることが求められている。

そこで，本研究では雇用のミスマッチを下記の
ような条件で計測する。雇用を地域労働市場とい
う単位でとらえ，地域労働市場ごとに職業別に集
計された求人・求職に対する不均衡を雇用のミ
スマッチと考える。そして，計測されたミスマッ
チが，どのような社会・経済的要因と関連して
いるのかを統計的に明らかにすることを目的とす
る。具体的には，2001 年から 2011 年にかけての

『職業安定業務統計』の職業別の有効求人数・有
効求職数データに基づいて Jackman�and�Roper�

（1987）が提唱するミスマッチ指標を作成する。
特に都道府県別の職業間ミスマッチ指標に関して
は，対象期間中の 3 期分のデータからパネルデー
タを作成し，計測された職業間ミスマッチ指標と
社会・経済的要因との関連性をパネル分析によっ
て明らかにすることを試みる。

Ⅱ　先行研究について

本研究に関連する内容として，構造的失業，構
造的失業とミスマッチ，地域労働市場を対象とし
たミスマッチまたは失業の 3 つの側面から先行研
究を整理する。

1990 年代以降の継続的な失業率の上昇は，単
に不況によるものだけではなく労働市場の構造的
な要因（構造的失業）にも影響を受けているとい
う見方が強まった。そして，構造的失業の量的
評価は「UV 分析」を用いた研究が蓄積されてい
る。UV 曲線を用いた構造的失業率は，平成 17
年（2005 年）まで定期的に推計されており「労
働経済白書」で確認できる。また，「労働経済白
書」以外でも UV 曲線を用いた構造的失業率の推
計は，北浦ら（2003）などがある。ただし，「労
働経済白書」内での UV 曲線を用いた構造的失
業率の推計は，ベバリッジ曲線上で u= v となる

場所は労働市場の不完全性を測定する一つの基準
であり，そこに明確な理論的根拠が存在しない
ことが太田ら（2008）でも指摘されている 1）。西
川（2010）でも，1980 年代以降を対象として UV
曲線などを用いて構造的失業とミスマッチとの関
係について包括的に分析している。その結果，一
部の分析では日本における失業においてミスマッ
チによる構造的失業の増大を示唆する結果も得ら
れているが，統一的な見解は得られないためミス
マッチによって構造的失業が増加しているとは断
定できないと結論づけている。

前述の通り構造的失業は，何らかのミスマッチ
によって発生する失業である。そこで，構造的失
業に影響を与える要因についても研究が行われ
ている。佐々木（2004）では，年齢のミスマッチ
がベバリッジ曲線のシフトに与える影響を分析
している。その結果，年齢階層間のミスマッチ
が失業率に与える影響は小さいと結論づけてい
る。ミスマッチに関しては，本研究でも用いる
Jackman�and�Roper�（1987）が提唱するようなミ
スマッチ指標を作成し，指標の変動に基づいて検
討を加えるものが多い。労働政策研究・研修機構
でも，Jackman�and�Roper�（1987）の考えに基づ
いた地域間・年齢間・職業間のミスマッチ指標を
継続的に作成しており『ユースフル労働統計』な
どで確認することができる。その他のミスマッチ
に関する研究としては，Tachibanaki ら（2000）
では，1970 年代から 1990 年代の日本における地
域間（10 地域），年齢間（8 階級），職業間（10 種）
のミスマッチ指標を Jackman�and�Roper�（1987）
タイプで計測している。その他に Jackman�and�
Roper�（1987）タイプのミスマッチ指標の計測と
しては大橋（2005）がある。大橋（2005）は年齢
間と職業間のミスマッチ指標は 1980 年から 2003
年まで，地域間のミスマッチ指標は 1984 年から
2003 年までを計測している。これらの成果は，
計測する時の部門間の区切り方によってミスマッ
チ指標の大きさは変動しているが，1980 年代以
降は地域間・年齢間・職業間のいずれのミスマッ
チも比較的安定または低下していると結論づける
ことができる。Jackman�and�Roper�（1987）タイ
プ以外のミスマッチ指標としては，大谷（2007a）
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の各地域ブロックの失業を摩擦的ミスマッチ，構
造的ミスマッチに分解し計測したものがある。大
谷（2007a）では，Armstrong�and�Taylor（1981）
の考えを簡略化し構造的ミスマッチを「職業間ミ
スマッチ」と「地域間ミスマッチ」に分けて計測
している。

最後に，本研究の目的に近い地域間の労働市場
における失業率の格差やミスマッチを扱った研
究を取り上げる。勇上（2004）は労働者の人口属
性と労働力の需給構造を考慮した場合の地域間
失業格差を実証分析している。具体的には，地
域間の失業率格差を推計するために，1980 年か
ら 2000 年までの 5 回分の『国勢調査』のデータ
から OECD（2000）に依拠したモデルを作成して
いる。その結果，地域間の失業率格差は人口属性
を考慮する場合には，年齢や性別といった人口
属性で説明される部分が大きいとしている。ま
た，労働者の人口属性と産業構造を考慮した後
の「純粋な」地域間失業率格差の推計では，一部
の地域を除いて目立った差は認められなかった。
しかし，不況による需要減退の地域差による失業
率の格差の拡大が一部で確認されている。周・大
竹（2006）は「都市雇用圏」2）を地域間比較の対
象として，地域間の失業率の格差の大きさとその
要因を 1980 年・1990 年・2000 年の 3 期分を用い
たパネル分析によって推計している。その結果，
一部の巨大な都市圏の例外を除き，都道府県より
も範囲が小さな「都市雇用圏」単位で計測された
場合でも，地域間の失業率格差は 20 年間で縮小
していることが確認されている。そしてパネル分
析の結果では，都市雇用圏内の若年労働人口の割
合，高年齢人口の割合，女性労働者の割合，労働
参加率という人口属性と，サービス業従事者割合
といった産業構造要因，そして都市雇用圏の範囲
拡大が地域間の失業率格差に影響しているとして
いる。勇上（2010）は，1980 年代から 2000 年代
中頃までの雇用失業情勢と賃金に関する地域間格
差を考察している。その結果，地域間格差は，バ
ブル崩壊後から約 10 年間は縮小し 2000 年代の景
気回復期はバブル期を凌ぐ拡大に転じたとしてい
る。本研究と同様に，失業率の地域間格差ではな
くミスマッチ（指標）の地域間格差の要因を説明

している研究として大谷（2007b）がある。大谷
（2007b）では，大谷（2007a）で計測しているミス
マッチのうち都市雇用圏単位で計測される職業間
ミスマッチの地域間格差を，有効求人倍率と地域
条件（地域サイズと地域ダミー）によって推計して
いる。その結果，職業間ミスマッチは有効求人倍
率の上昇に従って上昇するが，その後減少に転じ
ることが示唆されている。また，有効求人倍率が
同じ水準の場合には，地域サイズが小さい方がミ
スマッチは相対的に高くなることも示唆されてい
る。

Ⅲ　ミスマッチ指標について

ミスマッチ指標としては Jackman�and�Roper�
（1987）が定義したものが広く利用されている
ため，本研究でもこれを用いる。Jackman�and�
Roper が提唱するミスマッチ指標の定義は下記の
ものである。この指標は「経済をいくつかのセ
クター（部門）に分割し，セクター間の欠員の配
置状況を与件に失業者をセクター間で適切に移動
させること（マッチング）によって，経済全体の
失業者を減少できる失業を構造的失業」とした上
で，定式化している。なおセクターは，地域，年
齢，職種などが用いられ，分割されたセクター内
の労働者は同質であると考えている。

セクター i に対応する失業者数（求職）を Ui，
セクター i の欠員（求人）を Vi とすると経済全体
では n 部門のセクターが存在する場合には，総
失業者数 U と総求人数 V は下記の式（1）で表す
ことが出来る。

U  =ΣUi， V  =ΣVi

n n

i=1 i=1
　　　　　　　　　 （1）

Jackman�and�Roper（1987）が定義するミスマッ
チ失業は式（2）で示される。

ΣUi － Vi

n

i=1

U
V（　）1

2 　　　　　　　　　　　　（2）

そして，式（3）で計算される値をミスマッチ指
標として計測することになる3）。式（3）は，失
業者に占める「ミスマッチ失業者」の比率を示し
ていると考えるモデルである。また，式（3）を
見ればわかるように，ミスマッチ指標はセクター
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分割の大きさに影響する。

ミスマッチ指標＝ Σ
n

i=1

Ui
U

Vi
V

1
2 － 　　　　��（3）

Ⅳ　ミスマッチ指標の計測

本研究では，雇用に関するミスマッチを前節の
ミスマッチ指標を用いて計測する。具体的には，
地域単位で集計された求人・求職データに対し�
て，職業間と地域間で生じるミスマッチをミス
マッチ指標として計測する。また，本研究では集
計の地域単位を都道府県単位とする。具体的に
は，表 1 で示される『職業安定業務統計』の職業
別の有効求人数・有効求職数に基づいて前節の式

（3）で定義されるミスマッチ指標を計測する。

Ⅴ　ミスマッチ指標の推移

本研究では，前節で説明するデータを用いて職
業間ミスマッチ指標と都道府県間ミスマッチ指標
の 2 区分のミスマッチ指標を計測する。さらに，
職業間ミスマッチ指標は全国と都道府県別の数
値，都道府県間ミスマッチ指標は分類不能の職業
を除いた全職業と 9 種類の職業別で計測される。

職業間ミスマッチ指標（全国）と都道府県間ミ
スマッチ指標（全職業）の推移を表したものが図�
1 である。職業間ミスマッチ指標は，完全失業率
と同様に好況期には低下するが不況期には上昇し
ている。一方で，都道府県間ミスマッチ指標（全
職業）は有効求人数/有効求職数比 5）の変化と傾

向が似ており好況期には指標が上昇し不況期には
下落しているため，職業間ミスマッチ指標とは逆
の動きをとっている。さらに，2001 年から 2011
年にかけての職業間ミスマッチ指標（全国）の値
に対して変動係数を求めると 0.19 であるが，都
道府県間ミスマッチ指標（全職業）の変動係数は
0.31 となっている。したがって，景気動向などの
要因が変化した場合には都道府県間のミスマッチ
の方が大きく変化していると考えられる 6）。

図 2 は，都道府県別に職業間ミスマッチ指標を
計算した結果を箱ひげ図にしたものである。さら
に表 2 では，都道府県別に見た職業間ミスマッ
チ指標に関する推移をまとめている。表 2 の変
動係数の推移をみると，相対的に不況期である
2001 ～ 2002 年や 2008 年以降は，都道府県間の
職業間ミスマッチ指標に対する変動係数が下落し
ていることがわかる。つまり，不況期には職業間
ミスマッチ指標の水準は上昇するが，都道府県内
における職業間での求人と求職（職業間ミスマッ
チ指標）の格差は縮小している。また，2001 年と
2009 年を除いて高知県の職業間ミスマッチ指標
が外れ値となっていることから，職業間ミスマッ
チの地域間格差は硬直的であることが示唆され�
る 7）。職業大分類別にみた都道府県間ミスマッチ
指標の推移は表 3 で示される。職業大分類別にみ
た場合の都道府県間ミスマッチの格差は，都道府
県別職業間ミスマッチ指標と異なった動きを示し
ている。つまり，不況期には都道府県間ミスマッ
チ指標の水準は下落する傾向にあるが，同一職業
内の都道府県間での求人と求職（都道府県間ミス

表 1　ミスマッチ指標の計測に使用する求人・求職データ

求人・求職のデータ対象 季節および日雇を除くパートタイム以外の職種別データ
職種の分類方法 職種分類は，厚生労働省の職業分類に対応しており，以下

の 9 種類に分類する 4）。
Ａ　専門的・技術的職業，
Ｂ　管理的職業，
Ｃ　事務的職業，
Ｄ　販売の職業，
Ｅ　サービスの職業，
Ｆ　保安の職業，
Ｇ　農林漁業の職業，
Ｈ　運輸・通信の職業，
Ｉ　生産工程・労務の職業

期間 2001 ～ 2011 年（暦年：1 ～ 12 月の合計）
対象地域 各公共職業安定所の数値を都道府県単位に集計
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マッチ指標）の格差は拡大している。
また，全国単位で職業間ミスマッチ指標の内訳

を示したものが図 3 である 8）。図 3 では，各職業

間の Ui
U

Vi
V－  が示されており，例えば 2001 年の

場合には事務的職業と生産工程・労務の職業では
求人の比率が求職の比率を上回るミスマッチを生

0

1

2

3

4

5

6

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

0.4

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

職業間ミスマッチ指標（全国：分類
不能を除く）

都道府県間ミスマッチ指標（全職業
：分類不能を除く）

完全失業率

有効求人数／有効求職数比

失
業
率
（
％
）

有
効
求
人
数
／
有
効
求
職
数
比

ミ
ス
マ
ッ
チ
指
標

図 1　各種ミスマッチ指標の推移

図 2　都道府県別職業間ミスマッチ指標の箱ひげ図

注：1）四分位範囲から 1.5 倍以上離れた値は「外れ値」として○で表されている。
　　2）四分位範囲から 3.0 倍以上離れた値は「極値」として★で表されている。

年
20112010200920082007200620052004200320022001

0.5000

0.4000

0.3000

0.2000

0.1000

高知県

高知県
高知県

高知県

高知県

神奈川県 高知県
徳島県

東京都

大分県

徳島県

高知県

群馬県
神奈川県

徳島県

高知県

職
業
間
ミ
ス
マ
ッ
チ

★



20 No. 626/September 2012

じさせており，その他の職業は逆のミスマッチの
状態であることを示している。また，事務的職業
や保安の職業は他と比べて景気動向の変化に大き
な影響を受けないが，生産工程・労務の職業や管
理的職業は景気動向の変化に影響を受けているこ
とがわかる。職業間ミスマッチにおいて Ui

U
Vi
V－  

の符号が逆転したのは，2004 年から 2007 年の期
間中の生産工程・労務の職業だけであり，その他
の職業に関しては Ui

U
Vi
V－  の符号の逆転が生じる

ほどの変化は生じていない。つまり，一部の職業
を除き職業間ミスマッチは景気動向の変化によっ
て極端な変化は生じていないことを示しており，
過去の調査と整合的な結果を示している 9）。

Ⅵ�　職業間ミスマッチ指標の決定要因の
推計

ここでは，都道府県間の職業間ミスマッチ指標
の格差に影響をしている要因をパネル分析によっ

て明らかにする。推計に用いるデータは，2000
年・2005 年・2010 年の 3 期分の都道府県別の
職業間ミスマッチ指標のパネルデータである。
職業間ミスマッチ指標を説明する要因は，大谷

（2007b）や周・大竹（2006）らの先行研究に従い，
人口構造や産業構造，労働市場を説明する要因
を取り上げ，下記の式（4）の定式化で推定を行
う。また，式（4）の変数と推計に使用するデー
タは表�4 の通りである。

SUit=a0+a1gpopit+a2oprit+a3comrit

 +a4DIDit+a5ypoprit+a6tirit+a7erit　　（4）
 +a8arit+a9arcit+eit

　　ただし eit=ci+vit

誤差項 vit は説明変数との間に相関関係を持た
ない標準的線形回帰モデルの仮定を満たす。一
方，ci は通常は観察されない変数，もしくは個別
効果と呼ばれている部分で，説明変数との相関関
係によって推計されるモデルが異なる。具体的に

表 2　都道府県別職業間ミスマッチ指標の推移

年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
平均値 0.24� 0.25� 0.23� 0.21� 0.21� 0.21� 0.23� 0.26� 0.34� 0.29� 0.27�

標準偏差 0.03� 0.04� 0.05� 0.04� 0.04� 0.04� 0.04� 0.04� 0.04� 0.03� 0.03�
変動係数 0.14� 0.17� 0.20� 0.19� 0.18� 0.17� 0.16� 0.15� 0.12� 0.10� 0.13�

表 3　職業大分類別都道府県間ミスマッチ指標の推移

年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
平均値 0.16� 0.16� 0.16� 0.17� 0.17� 0.18� 0.18� 0.18� 0.15� 0.14� 0.15�

標準偏差 0.03� 0.03� 0.03� 0.02� 0.02� 0.02� 0.03� 0.04� 0.04� 0.04� 0.03�
変動係数 0.18� 0.19� 0.17� 0.12� 0.09� 0.13� 0.17� 0.22� 0.27� 0.26� 0.24�
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図 3　職業間ミスマッチ指標（全国）の内訳
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は，ci と説明変数間で相関がない場合には変量効
果モデル（Random�Effect�Model）の採用が望まし
く，逆に ci と説明変数間で相関がある場合には
固定効果モデル（Fixed�Effect�Model）の採用が望
ましいことになる。固定効果モデルを用いること
によって，時間の経過に応じて変化しない地域特
有の要因をコントロールすることで一致性のある
推定が可能となる。なお，いずれのモデルを使用
するべきかに関しては Hausman 検定によって判
断する 13）。

推計に使用する各種データの記述統計量は，表�
5 の通りである。また，パネル分析による推計を
行う際には，「15 歳以上人口大卒人数」・「有業者
大卒比率」・「15 歳～ 29 歳比率」・「就業率」の

データは男女別のデータが入手可能なため，こ
れらのデータを使い分けることによって，男女間
での職業間ミスマッチ指標の差異を併せて比較す
る（ケース 1：全体，ケース 2：男性，ケース 3：女�
性）14）。Hausman 検定の結果を見ると固定効果
モデルが支持されたため，固定効果モデルによる
推計を行う 15）。

固定効果モデルによる推計結果は，表�6 の通
りである。ケース 1 の結果を見ると，全ての説明
変数が有意水準 5%で統計的に有意であることが
わかる。各変数の結果を見ていくと，下記のこと
が考えられる。

15 歳以上人口大卒人数と有業者大卒比率の係
数の正負が逆転していることは次の状況が考えら

表 4　推計に使用する変数とデータの出典

変数 変数名 出典
t=1,2,3 期間：1（2000 年），2（2005 年），3（2010 年）

i=1,2,…,47 都道府県
SUit i 県 t 年の職業間ミスマッチ指標 『職業安定業務統計』より算出 10）

gpopit 15 歳以上大卒人数（全体・男性・女性） 『就業構造基本調査』11）

oprit 有業者大卒比率（全体・男性・女性） 『就業構造基本調査』
comrit 他県従業通学比率 『国勢調査』
DIDit DID 地区人口 『国勢調査』
ypoprit 15 ～ 29 歳比率（全体・男性・女性） 『国勢調査』より算出

tirit 第 3 次産業従業者比率 『国勢調査』より算出
erit 就業率（全体・男性・女性） 『国勢調査』より算出
arit 有効求人数 / 有効求職数比（分類不能を除く全職業） 『職業安定業務統計』より算出
arcit 事務職業の有効求人数 / 有効求職数比の 2 乗値 12） 『職業安定業務統計』より算出

表 5　記述統計量

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
職業間ミスマッチ指標 141 1.426E−01 3.632E−01 2.462E−01 4.506E−02
15 歳以上人口大卒人数（千人） 141 92 4384 592.97 768.291
有業者大卒比率 141 1.712E−01 4.997E−01 2.885E−01 6.565E−02
15 歳以上人口大卒人数（男性，千人） 141 48 2348 318.53 422.635
有業者大卒比率（男性） 141 1.801E−01 5.125E−01 2.968E−01 6.693E−02
15 歳以上人口大卒人数（女性，千人） 141 44 2036 274.44 346.601
有業者大卒比率（女性） 141 1.629E−01 4.813E−01 2.771E−01 6.614E−02
他県従業通学比率（常住地規準） 141 6.225E−04 2.666E−01 4.603E−02 6.325E−02
DID 人口（人） 141 1.792E+05 1.292E+07 1.796E+06 2.523E+06
15 ～ 29 歳人口歳比率 141 1.227E−01 2.280E−01 1.684E−01 2.309E−02
15 ～ 29 歳人口歳比率（男性） 141 1.327E−01 2.376E−01 1.766E−01 2.312E−02
15 ～ 29 歳人口歳比率（女性） 141 1.138E−01 2.183E−01 1.608E−01 2.309E−02
第 3 次産業比率 141 5.351E−01 8.446E−01 6.580E−01 6.057E−02
就業率 141 4.688E−01 6.391E−01 5.534E−01 3.584E−02
就業率（男性） 141 5.761E−01 7.597E−01 6.751E−01 3.757E−02
就業率（女性） 141 3.898E−01 5.262E−01 4.622E−01 2.784E−02
有効求人数 / 有効求職数比 141 2.225E−01 1.588E+00 5.828E−01 2.526E−01

（分類不能を除く全職業）
有効求人数 / 有効求職数比の 2 乗値 141 5.222E−03 2.151E−01 4.390E−02 3.924E−02

（事務職）



22 No. 626/September 2012

れる。15 歳以上人口大卒人数の増加は高学歴化
に見合う専門的・技術的職業などの特定の職業に
対する労働供給の増加となることが考えられる。
一方で，有業者大卒比率の増加は大卒労働者の需
要の増加となることが考えられる。つまり，上記
の関係が成立するならば，当然であるが労働者側
の高学歴化に合わせて企業側も高学歴の労働者を
受け入れる必要がある。

また，他県従業通学比率の係数について考える
と，他県従業通学比率が高い地域は主に大都市圏
の郊外であるため，このような地域では都道府県
内では職業間の労働需給のバランスが取れていな
いためにミスマッチが生じている可能性が考えら

れる。一方で，全てのケースにおいて固定効果モ
デルでの推計を行っているため，このことは地域
特性を表している個別効果に依存しないことを意
味している。つまり，他県への移動が容易になる
ほど労働市場が広域化し，労働者はより広い範囲
でミスマッチ解消を考えるために，結果的にある
地域ではミスマッチがさらに進行する可能性が
どの地域でもあることを示唆している。しかし，
周・大竹（2006）の失業率に関する要因分析では，
都市圏の拡大は失業率の低下につながるとしてい
るため，労働市場の広域化は全体で見れば職業間
ミスマッチを低下させる可能性がある。

一方で，DID（人口集中地区）人口の増加や 15

表 6　職業間ミスマッチ指標の推計結果

　 ケース 1 ケース 2 ケース 3
15 歳以上人口大卒人数（千人） 2.36E−04 　 　
　 4.366*** 　 　
有業者大卒比率 − 1.31E+00 　 　
　 − 8.048*** 　 　
15 歳以上人口大卒人数（男性，千人） 　 5.45E−04 　
　 　 3.663*** 　
有業者大卒比率（男性） 　 − 1.49E+00 　
　 　 − 7.26*** 　
15 歳以上人口大卒人数（女性，千人） 　 　 3.93E−04
　 　 　 4.483***
有業者大卒比率（女性） 　 　 − 1.06E+00
　 　 　 − 8.325***
他県従業通学比率（常住地基準） 1.19E+00 1.21E+00 9.07E−01
　 2.053* 1.926+ 1.47
DID 人口（人） − 1.38E−07 − 1.51E−07 − 9.41E−08
　 − 3.945*** − 3.5449*** − 2.962**
15 ～ 29 歳人口歳比率 − 1.19E+00 　 　
　 − 2.262* 　 　
15 ～ 29 歳人口歳比率（男性） 　 − 1.11E+00 　
　 　 − 1.965+ 　
15 ～ 29 歳人口歳比率（女性） 　 　 − 9.99E−01
　 　 　 − 1.913+
第 3 次産業従業者比率 7.62E−01 6.42E−01 3.30E−01
　 2.121* 1.607 0.993
就業率 6.17E−01 　 　
　 2.001* 　 　
就業率（男性） 　 3.51E−01 　
　 　 0.985 　
就業率（女性） 　 　 1.61E−01
　 　 　 0.376
有効求人数/有効求職数比（全職業） 6.78E−02 4.98E−02 8.70E−02
　 2.235* 1.615 2.7**
有効求人数/有効求職数比の 2 乗（事務職） − 7.24E−01 − 6.46E−01 − 8.41E−01
　 − 4.242*** − 3.531*** − 4.731***
Adj�R-Squared 0.467� 0.444� 0.460�
Hausman 統計量 190.6� 96.5� 212.6�
p-value 2.2E−16 2.2E−16 2.2E−16

*** は 0.1%，** は 1%，* は 5%，＋は 10%の有意水準で統計的に有意である。
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～ 29 歳人口比率の増加は，新卒者や都市住民の
ようなマッチング条件が比較的緩やかな労働者層
の供給増加を考えることが出来るため，係数が負
になったと考えられる。第 3 次産業従業者比率の
係数が正であるため，第 3 次産業従業者比率の上
昇は職業間ミスマッチの上昇につながる。第 3 次
産業の中にも専門的・技術的職業は多数考えられ
るため，この結果は妥当であると考えることもで
きる。ただし，三分類によるだけでは分類が大き
すぎることも事実であろう。就業率の上昇はより
多くの労働者が労働市場へ参入することを意味す
る。しかし，就業率の上昇は均質な労働者の増
加ではなく，むしろ多様な労働者の増加と考える
方が妥当であるため，マッチングの効率性が低下
すると思われる。有効求人数/有効求職数比（全
職業）と有効求人数/有効求職数比の 2 乗（事務
職）の係数の符号は，大谷（2007b）と同じ結果
となっている。本研究と大谷（2007b）では対象
期間や職業の区分方法や対象地域が異なっている
にもかかわらず，同様の結果が得られたというこ
とは，大谷（2007b）が示唆している「有効求人
倍率が低いときには，それが上昇するにしたがっ
て職業間ミスマッチ割合も高くなるが，有効求人
倍率が高いときには，それが上昇するにしたがっ
て職業間ミスマッチ割合は低下する」関係はある
程度の頑健性を持つと思われる。

最後に，ケース 1 からケース 3 の各係数の符号
は全て同じ結果となっており，全体の傾向はほぼ
同じである。ただし，性別に応じてデータを入れ
替えることが可能な人口属性要因のうち就業率の
係数は統計的に有意にはなっていない。また，15
～ 29 歳人口比率に関しても有意水準を 5 %と設
定した場合には統計的な有意性を持たない。以上
のことから考えると，職業間ミスマッチに関して
は男女間で明確な差異を持つことは考えにくいと
思われる。

Ⅶ　お�わ�り�に

本研究では，2000 年代の職業間と都道府県間
のミスマッチ指標の推移を概観し，そして都道府
県別職業間ミスマッチ指標に影響を与える要因を

パネル分析によって推計した。その結果，下記の
ことが明らかになった。

都道府県別の職業間ミスマッチ指標は，『ユー
スフル労働統計』で掲載されている全国の職業間
ミスマッチと同様の推移を示していることが確認
された。つまり，職業間ミスマッチ指標の水準は
好況期には低下し不況期には上昇する。一方で，
都道府県間の職業間ミスマッチ指標は，好況期に
は都道府県間で格差が拡大し不況期には格差が縮
小する動きをとっている。職業間ミスマッチ指標
の構造は景気動向の変動などによって極端な変化
が生じないことが確認された。これは，職業間の
労働移動は産業間の労働移動に比べて困難である
と考えられているためであろう。そのため，労働
市場の範囲や規模が大きく変化しない限り，職業
間ミスマッチの地域間格差も失業率の地域間格差
と同様に硬直的であると考えられる。

次に，都道府県別職業間ミスマッチ指標を説
明する要因を明らかにするために 2000 年・2005�
年・2010 年の 3 期分でパネル分析を行った。パ
ネル分析ではモデル選択のための検定の結果，時
間の経過に応じて変化しない地域特有の要因を�
コントロールする固定効果モデルでの推計が支持
された。固定効果モデルの推計結果からは，下記
のことが確認された。
●��供給側である労働者の高学歴化に合わせて，需

要側の企業も高学歴の労働者を受け入れていか
なければ職業間ミスマッチが進行する。

●  労働者は労働市場全体で職業間ミスマッチの解
消を考えるため，一体的な労働市場の広域化は
一部の地域においては職業間ミスマッチを進行
させる可能性がある。

●  就業率の上昇は多様な労働者が労働市場へ参入
することになるため，マッチングの効率性の
低下を招きミスマッチを増加させる可能性があ
る。

●  有効求人数/有効求職数比（求人倍率）の増加
は，必ずしも職業間ミスマッチの解消にはつな
がらないという大谷（2007b）と既存研究と同
様の結果が示唆された。
今後の日本の状況では少子高齢化対策として就

業率の向上や，より効率的な職業への労働移動，
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近年の経済状況への対策としての雇用対策は必須
となる課題である。しかし，本研究の結果を考え
ると，闇雲な雇用対策によって単に就業率の向上
だけを目標とするとマッチング効率の低下を招き
逆効果となる可能性がある。また分析結果より，
若年層の労働者は職業間のミスマッチを緩和させ
る効果を持つことが確認されたが，今後は少子高
齢化のより一層の進行によってその効果が小さく
なることが考えられる。そのため，新卒労働市場
を含む若年層のマッチングはより重要な意味を持
つと思われる。特に，職業間ミスマッチは時間
に対して硬直性を持つため，非効率なマッチング
が生じてもその解消は困難であることが予想され
る。そのため，職業間ミスマッチに関しては，長
期的な視野に基づいた上で地域の実情に合わせた
雇用対策が必要になるであろう。

最後に本研究の限界と今後の課題について言及
する。Jackman�and�Roper�（1987）のミスマッチ
指標は，既存研究でも指摘されているようにミス
マッチを計測するセクター数によって結果が異
なってくる。今回のように職業間ミスマッチの計
測の場合には，職業分類を細分化するほどミス
マッチ指標は大きく推計される。したがって，本
研究の大分類による職業間ミスマッチの区分では
実際よりもミスマッチを過小に評価している可能
性は否定できない。また，今回の研究で扱った職
業間ミスマッチでは同一地域同一職業内の中での
求人数と求職数の比率の違いによって指標を作成
している。しかし，実際には地域と職業だけでな
く年齢などによるミスマッチが生じている可能性
があるため，これらのミスマッチは考慮されてい
ないことになる。また，パネル分析では産業構造
の要因に関する変数が不十分であるため，産業構
造の違いによる説明が十分になされていない。

�
� 1）�� UV 曲線を用いた構造的失業に関する批判的検討は，大橋

（2005），北浦ら（2003），玄田・近藤�（2003）などでも行わ
れている。

� 2）�� 都市雇用圏（Urban�Employment�Area,�UEA）は，金本・
徳岡（2002）の居住地と業務集積地との通勤関係によって影
響圏を特定化する方法を用いている。

� 3）�� ここで議論しているミスマッチ指標は，地域分析では集中
指数と呼ばれる概念と同様のものであり，2 つの系統に分類
される事象の分布割合のずれから不均等分布の状況を示す指
標である。労働政策研究・研修機構が発行する『ユースフル

労働統計』では，『職業安定業務統計』を用いて年齢間（5
歳階級区分で両端は 19 歳以下と 65 歳以上）・職業間（分類
不能の職業を除く職業大分類間）・地域間（都道府県間）の
三区分のミスマッチ指標が経年的に計測されている。

� 4）�� 実際の求人・求職データでは「J　分類不能の職業」とい
う項目があるが，これは主に調査票の記入不備によって分類
される項目であるため，職業安定業務統計で職業間のミス
マッチ指標を計測する際には除外されている。したがって，
本項でも同様の処理を行う。

� 5）��「J　分類不能の職業」を対象外としているため，有効求人
倍率ではない。

� 6）�� 測定区分が異なるため，職業間と都道府県間のミスマッチ
指標の数値を直接比較することは出来ない。

� 7）�� 高知県の職業間ミスマッチ指標の内訳を見ると，生産工
程・労務の職業に関する求人/求職比率が他の都道府県に比
べて非常に大きいことが，外れ値の直接的な原因になってい
る。

� 8）�� 誌面の都合で掲載できないが，各都道府県の職業間ミス
マッチの内訳は地域によって異なっている。

� 9）�� 例えば内閣府『年次経済報告書（平成 22 年度）』の第 3 章
でも『就業構造基本調査』の結果から，職業間の労働移動の
困難さを指摘している。その中で，生産工程・労務の職業は
比較的他の職業からの移動が多いとも指摘しており，この点
も図�3 と整合的である。

�10）�� 2000 年の都道府県別職業大分類別のデータが入手不可能
であったため，2000 年の職業間ミスマッチ指標に対応する
値は 2000 年ではなく 2001 年の値を利用している。

�11）��『就業構造基本調査』と『国勢調査』の調査時期が異なる
ため，1997 年の調査結果を 2000 年，2002 年の調査結果を
2005 年，2007 年の調査結果を 2010 年の値として使用してい
る。

�12）�� 有効求人倍率と職業間ミスマッチの関係は，大谷
（2007b）でも指摘されているように「前者を横軸に，後者
を縦軸にとると，大雑把にいって職業計有効求人倍率が 1 と
なる点，もしくはそれを含んだ区間を頂点とした山型」にな
ると考えられている。そのため，大谷（2007b）の職業間ミ
スマッチを説明するモデルでは，有効求人倍率の 2 乗値が変
数として採用している。さらに図 3 を見ると，常に事務的職
業は常に� Ui

U
Vi
V－ > 0 のミスマッチを発生させているだけでな

く，ミスマッチ指標全体に占める割合も状態も高い状態が続
いている。そのため，全体の求人倍率の上昇よりも事務的職
業の求人倍率の上昇の方が，より効果的に職業間ミスマッチ
を解消できると考え，事務的職業の求人倍率の 2 乗値を変数
として採用している。

�13）�� 正確には F 検定を行い個別効果の存在を確認した上で，
Hausman 検定によって変量効果モデルと固定効果モデルの
判定を行う。

�14）�� ただしデータの制約上，ケース 1 ～ケース 3 で用いる被説
明変数の都道府県別職業間ミスマッチ指標は共通であるた
め，いずれの性別のデータを用いた方がより職業間ミスマッ
チを説明することができるのかを確認していることになる。
従って，男女間での職業間ミスマッチ指標の原因構造の差異
を正確に把握することは難しいと思われる。

�15）�� F 検定の検定統計量は次の通りとなり，いずれのケースで
も個別効果の存在は有意水準 1%以下で統計的に有意である
ことが確認されている。（ケース 1：F 値 6.62，ケース 2：5.44，
F 値ケース 3：F 値 6.27）
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